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ディキンソン著（田中秀夫監訳、中澤値彦他訳）
『自由と所有』
生 越 利 昭
はじめに
本書は、エディンバラ大学のディキンスン教授がこれによって自己の研究を確立したとも言える
主著であり、 1977年の出版以来多くのイギリス思想史研究者によって参照されてきた名著である。
その最大の貢献は、 18世紀イギリス政治の現場で活動する人々の議会や言論界におけるイデオロ
ギー論争に目を向け、小冊子や新聞・雑誌など膨大な一次文献を読破して、政治思想と時局言説を
総合化した実践的な政治思想史を解明した点にある。このような労作であるため、これを日本語に
翻訳するのは至難の業であって、これまで誰も手をつけなかったのであるが、これを完遂した監訳
者田中秀夫氏と中澤信彦氏を始めとする訳者諸氏の偉業にまず敬意を表したい。これにより、遅ま
きながら、わが国において特定の研究者だけでなく広範な読者がこの名著を読むことができるよう
になった。私もイギリス思想史研究者の一人として、このことを最初に喜びたい。
さて、本書を理解するために、本書の内容紹介と思想史研究上の意義について解説しておくこと
が、評者に課せられた使命であろう。そこで、以下、他の研究と異なる本書の特色を意識しなが
ら、これに応えることにする。
1)本書の特色
本書の課題は、上記のように、 18世紀イギリス政治思想史の解明であるが、具体的には、序文で
述べられている通り、 1680年代から1790年代にかけて、つまり名誉革命からフランス革命にかけて
の政治・社会秩序をめぐるイデオロギー闘争の解明である。その際著者は、政治行動を理解する際
の思想やイデオロギーの重要性を強調して、政治思想や原理は利己的な権力欲の合理化や偽装にす
ぎないとして政治的行為に注意を集中するネイミア学派の懐疑的解釈に挑戦し、政治思想と政治的
行為の結合関係を意識的に探求する。
本書は、政治史家が18世紀を分割する一般的な時期区分に従って、三部から構成される。第一部
は、 1680年代から1714年までのトーリとウィッグとの政争、第二部は1714年から1760年代までの
コートとカントリとのイデオロギー論争、第三部は1760年代から1790年代までの急進派と保守派と
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の両極化、に焦点が当てられている。その中で著者が一貫して証明しようとしたのは、これまでの
解釈とは違って、名誉革命後もトーリのイデオロギーが根強い影響力をもっており、ウィッグのイ
デオロギーもロックの自由主義的思想より古来の国制に基礎をおく保守的なものであったというこ
とである。この解釈は、ロック政治思想に関する著者独自の解釈を前提にしており、ロック思想お
よびその継承関係の研究にも新しい視点を提供し、 18世紀思想史の再解釈を促した。かつて私もこ
こから大きなヒントを与えられた。それゆえ、以下ではこの側面を縦糸にしながら、本書の内容紹
介と研究史上の意義に迫っていきたい。
2)本書の内容構成
第一部においては、第一章で名誉革命の保守的性格が追究され、国王の政治的権威が低下した中
で、 トーリが自らの特権的地位と既得権益を守るために国教会の権威を維持し成功したことが着目
される。第二章では、革命後のウィッグも有産者の特権的地位を守るための安定と秩序を望み、古
来の国制を根拠とする保守的イデオロギーに変質したことが明らかにされる。第三章では、 トー リ
とウィッグに共通の保守的イデオロギーが確立され両者の摩擦が弱まった段階で、それとば性格の
異なるコートとカントリのイデオロギー論争が出現する事情が解明される。それは、戦費調達のた
めの歳入規模の拡大に伴う財政金融革命や行政革命によって国王と側近政府に権力が集中したため
に、自己の権益を求めて国王大権や恩顧授与を擁護しようとする動きが強まったことを背景にす
る。政党を越えた政治的安定を主張することによって、主権が人民ではなく国王・上院・下院に存
するというイデオロギーが力を得たのである。国王と行政府に結集するコート派に対して、権力か
ら漏れた多数の平議員はウィッグとトーリとを問わず、コート派の腐敗を攻撃するために、市民的
徳や公共の利益に訴えるカントリ派を形成したのであった。カントリ・イデオロギーは、投票権を
労働貧民に拡大する道を断固拒否したけれども、常備軍と財政金融革命による腐敗的影響を阻止す
るため、有産者（地主層）の市民的徳を涵養するとともに、国王の政治権力を制限しようとした。
このような興味ある分析が強調しているのは、当時の政治イデオロギーの保守的性格である。こ
れは、ネイミア学派の通説的解釈に対する真っ向からの批判である。すなわち、ネイミア学派は、
名誉革命がロックの契約理論に基づいた政治イデオロギーによって王権神授説や不可譲の王位継承
権への忠誠を核とするトーリ・イデオロギーを排斥し、建前として人民主権を掲げた政治原理に道
を譲ったにもかかわらず、現場の政治家はただ権力を求め人々の支援を勝ち取るためにだけ政治思
想や原理を利用したにすぎないと解釈していたからである。著者によれば、ロック契約理論は基本
的に、人民の自然権から出発し、この自然権を保護するために国家＝主権者が建設されるという急
進的な性格をもつものであった。この契約は人民主権の原理を正当化する「結合契約」と呼ばれ、
国家＝市民社会を人為的創造物であるとみなす。これは、あらゆる人民に政治的権利を認める急進
的概念であり、権力を握った革命後のウィッグにとっては都合の悪い原理であった。そこでウィッ
グはトーリ同様にこれを警戒し、これに対抗するイデオロギーを求めたのである。これに代わるも
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のとして採用された論理は、ロックのもうひとつの契約原理＝「服従契約」であった。これは、人
民を主権者ではなく臣民とみなし、臣民の安寧を保障する「古来の国制」に基づいて暴君放伐のた
めの抵抗権だけを認めるものだった。この契約関係は、有産者としての特権的地位を求めるウィッ
グによっても受け入れ可能なものだったのである。
ここで述べられたロック政治理論の二面性に関する著者の分析は、ロック研究者の中にあった対
立的解釈を止揚し、その後の政治イデオロギーの動向もロック理論受容の二極化として整理するこ
とを可能にした。 18世紀の政治思想やイデオロギーの対立軸は、基本的にこの二側面を基盤とし、
基本的流れは「古来の国制」に訴える保守的なものであり、それに対する批判者が様々な理論やイ
デオロギーを利用する際に、ロックの急進的理論に訴えることを可能にした、というのである。
第二部においては、第四章で、コート派が「均衡国制」というウィッグ支配体制の新たなイデオ
ロギーを形成した過程が示され、第五章で、カントリ派のイデオロギーが、国制の根本原理につい
てコート派との明確な対立軸を示すことができなかったにもかかわらず、腐敗を阻止する公共的徳
の倫理に訴え、国債を通じた金融的利得に対する攻撃や常備軍批判によって、コートの暴走に歯止
めをかける世論の風土を生み出すことができた実態が明らかにされている。
この中で特に興味深い箇所は、与党ウィッグがロック政治理論の急進性、特に抵抗権擁護を警戒
した状況についての著者の分析である (130頁以下）。ロック流の抵抗権が反乱や現国制の破壊に道
を開く危険性があるとみなされ、これに対抗するための論理が求められたこと、ブラックストンが
名誉革命体制を人権よりも政権時効（ジェイムズの自発的退位による空位）を基礎に説明したこ
と、ヒュームがロックの契約理論を明確に否定し、人々の必要性や利己心から「黙約（コンヴェン
ション）」によって正義や法が人工的に創造され、それへの長期に渡る服従（時効）が政府の権威
を正当化するとして、現状を受け入れる穏健な人々の支持しやすい純粋に世俗的な政治的イデオロ
ギーを構築しようとしたこと、それはアダム・スミスやファーガスンにも継承されたこと、既存の
ウィッグ体制をより強固にするために恩顧授与による王権の議会への影響力が重視されたこと、こ
のような点を解明した一連の分析は、 18世紀政治思想史についての見事な描写であり、きわめて説
得的で平明な説明になっている。
第三部になると、今度は、カントリ派の保守的な抵抗運動とは別の、選挙権をもたないながらも
効果的な政治的影響力を発揮する広範な人民世論をバックにした、急進派の台頭に焦点が向けられ
る。第六章は、 1760年代以降の急進主義イデオロギーの実態を解明し、それが、名誉革命時の政治
理論（ロックやシドニー、ティレルなどの）を文字通りに適用し、現実を理論に沿って変革しよう
としたものであったことを明らかにしている。第七章は、アメリカ独立やフランス革命などに刺激
されて復活した1790年代の急進主義イデオロギーが、人民の不満を解消すべく社会基盤全体の改革
を主張したにもかかわらず、変革の方法をめぐって分裂し、労働者大衆の組織的力を正当に評価す
ることができなかった中産層的制約をもっていたことを明らかにする。第八章は、 18世紀末までに
形成された保守的イデオロギーの特質を解明し、急進派の挑戦に対する自由の維持と私的所有権の
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保全を目的として、人為を越えた道徳法則の存在と時効の教義による既存秩序の擁護を結合させよ
うとした実態を明らかにしている。
ここでの注目すべき論点は、急進派の中産層的性格と保守派の有産層的な体制擁護であり、その
双方が自由の維持と私的所有権の保全という政治課題を共通に目指し、それにある程度成功してい
たという指摘である。つまり、急進派は万人の権利、特に参政権を主張したが、それを労働者大衆
や女性にまで広げるつもりはなく、あらゆる改革運動は「財産と教育のある中流身分によって支配
されていた」 (234頁）。急進派は、中産層、とくに大都市商業階級の政治的影響力を増大させよう
としているにすぎなかったのである。また、保守派は、所有の保障こそが政治の重要な義務であ
り、その義務を担うことができるのは公平無私な財産所有者だけであるという信念により (288頁）、
国民の大多数を投票権の行使から排除しようとした。ただし、市民的自由に対する権利は国家の法
と両立しうる限りにおいて尊重され、その結果、急進派の権利への執着と相まって、 18世紀におけ
る自由と所有の両立を可能にしたのである。この自由と所有の両立こそ、 18世紀イギリスが達成す
ることのできた驚くべき成果であり、本書がこれをタイトルにしているのも、そのためである。
3)本書の意義
以上の内容紹介によってすでに明らかにしたように、本書の最大の貢献は、 18世紀イギリスにお
ける政治思想やイデオロギーと実践的政治行為との錯綜した関係を詳細にそして平明に描き出した
点にある。思想やイデオロギーの掲げる政治理念は、政治行為の実践現場では様々な形で受け止め
られ変容していく。その中でイデオロギー論争が生まれ、対立と妥協を通じて新たなイデオロギー
状況を生み出していくのである。それゆえ、思想史研究はつねに、思想の歴史的背景と実践的性格
に焦点を当て、さらにそれがどのように受け止められ変質していったかという受容過程をも視野に
入れなければならない。本書は、この課題を見事に成し遂げた稀に見る業績である。 30年近くの時
を経た今もなお、思想史研究者がここから多くを学ぶことができるのはそのためである。
次に注目したいのは、著者の思想史分析の視点＝立脚点である。 18世紀イギリス政治思想が通常
考えられてきたよりも遥かに保守的であり、ロックの提示した自然権思想や抵抗権を骨抜きにしな
がら現実との妥協を図っていった、というのが本書の結論であるが、そうした結論を導き出すこと
ができたのは、実は著者特有の民衆視点によるものだったということである。別の言い方をする
と、著者がロックの中に見た万人の自然権という観点が、 18世紀政治思想史を鳥厳する基軸になっ
ており、その権利がいかに骨抜きにされ広範な民衆が政治的自由から除外されることになったかと
いう、権力中枢から離れた側の視点で見ているからこそ、原理原則と利己的権力欲の狭間で行動す
る政治的主体の実態を解明することができたのである。これは、「序文xi頁」で政治的行為を評価
する「聴衆」の視点として表現されており、聴衆が「その時代が称賛するか、非難する行為」を判
定するというのである。この視点は、その後の著作『18世紀ブリテンの民衆と政治』で前面に押し
出されており、エリートと民衆の関係こそが政治を最もよく理解する鍵であることを著者自ら強調
68 
ディキンソン著『自由と所有』（生越）
している（「日本語版への序文」 v頁参照）。
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本書の研究視点の特徴を鮮明に理解するには、近年最も影響力のあるポーコックの「シヴィッ
ク・ヒューマニズム」論およびトムソンの「モラル・エコノミー」論と比較対照してみるのが有益
であろう。言うまでもなく、ポーコックの思想史研究の意義は、古典古代の市民的な公共精神＝共
和主義のルネサンスにおける復活を「シヴィック・ヒューマニズム・パラダイム」に概念化し、そ
の伝統をヨーロッパ思想史の中に掘り起こした点にある。その特徴は「市民的徳 (civicvirtue)」と
その基盤としての「自由土地所有」の強調であり、それに対立する商業社会における貨幣欲や奢修
による腐敗への着目である。この視点から、ロックを18世紀思想史における最も影響力ある重要な
思想家とみなす一般的理解を修正し、名誉革命やロックの決定的役割を認めない。この延長で、ア
メリカ独立革命におけるロックの影響も低評価することになる。（ただし、ロックを含む自然法的
伝統を無視するわけではないので、その系譜を認めつつも共和主義的伝統を格別に強調した、と
言った方がよいかもしれない。）これに対し、本書の著者ディキンスンの研究は、このポーコック
の成果を取り入れながらも、名誉革命やロックの思想史的意義を重視する一般的理解を採用してお
り、それを基軸に18世紀イギリス政治思想史の実態を解明した点に特徴がある。その際、共和主義
的伝統の存在を十分に配慮しつつも、それを思想史の主軸として取り上げるのでなく、それがカン
トリ派や保守派のイデオロギーの中に包摂され融合していった側面を明らかにしているのである。
他方、 トムソンの研究は、それまで取り上げられることのなかった民衆世界の生活や労働経験の
実態を掘り起こし、地域社会の中に伝統的な生活慣習や規範的観念（モラル・エコノミー）が存在
することを明らかにした。これが表面に現れるのは、民衆の生存権を奪う圧力に抵抗する民衆暴動
の実態とそれをめぐる様々な記述（私文書や日記を含む）によってであり、それを民衆の目で読み
解くことが必要であった。その意味でトムソンの研究は、正に民衆の視点に立つものと言ってよ
い。これに比較して、ディキンスンの研究は、政治の表舞台を動かす支配的イデオロギーを対象と
しており、様々な著書や刊行物に表現されたイデオロギー闘争の内容を読み解くという点では、ト
ムソンの場合と相当に異なる。しかしながら、エリートと民衆の相互関係に着目する点で、 トムソ
ンと重なる部分は大きい。この点では、ポーコックが思想の中に表現された政治指導者の市民的・
公共的資質（市民的徳や土地財産）の問題に着目するのとは相当な違いがある。監訳者の田中秀夫
氏が解説で述べているように、本書は確かに「自由主義と民主政治とは何であるのか、どのような
ものでなければならないのかを考えるときの手掛かりともなる」 (378頁）のであるが、それを考え
る際の視点によって、認識は大きく異なったものになるであろう。
18世紀イギリス思想史研究においてロック政治思想がどのように受け止められたか、これが本書
の中心課題であったが、この分析方法それ自体に思想史研究に対する著者の重要な意図を見出すこ
とができる。政治思想やイデオロギーは、それを語る思想家や政治家のある種の理念の表出であ
り、それが実践の場でどのように受け止められ、変容していくかは現実的妥協の結果である。思想
がある時代において空想的で非現実的だったとしても、時代状況の変化によって効力を発揮する場
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合もあり、それはつねに民衆を共鳴盤として評価されるのである。この理念と現実との相互関係、
思想・イデオロギーとそれを受け止める実践的政治家や民衆との弁証法的関係といってよいもの
を、思想史研究はつねに意識しなければならない。本書は、これを実現した優れた成果である。
4)訳業について
最初に述べたように、本書は膨大な一次資料を読み解いたもので、多岐に渡る論点を含み、翻訳
するのが非常に難しい内容である。しかし、訳文は大変よく吟味され、研究翻訳書にありがちな難
解な言い回しや直訳文を避け、読みやすいこなれた日本語になっている。また、書かれた内容につ
いての相当の知識がないと理解が難しい箇所も、訳者による補足などを付して、読みやすい工夫が
なされ、訳者諸氏の専門的力量を感じさせる。索引は原書にない事項も加えて辞書として利用でき
るほど豊富になっており、事項や人物についての解説を加えているのも、専門外の読者に親切で、
理解しやすくなっている。
ただし僅かではあるが、私が気づいた疑問訳について、以下述べておくことにする。序文xvi頁
の「彼らのカントリの、急進的な批判者」（原文はtheircountry and radical critics)は、「彼らに対
するカントリ派や急進派の批判者たち」の方が意味を理解しやすい。
第二章65頁におけるロックの広義の所有概念について述べた箇所で、「生命・自由•土地財産」
という訳には違和感を覚える。原語はestateで、現代では「不動産や資産」の意味で使われるの
で誤訳とは言えないが、ロックが土地財産に限定しているかのような解釈につながる。あるいは、
ロックが自然権を万人にではなく土地所有者にだけ認めたという解釈を前提に、こうした訳が採用
されたのであろうか。しかし、著者自身はそのような解釈に立っておらず、ロックにおける「万人
の自然権」や「労働所有権」という急進的主張を強調しているのだから、著者の意図に沿って総称
的な意味の「財産」と訳した方がよいだろう。ただし、本訳書ではpropertyを一貫して「所有」
ではなく「財産」と訳しているので、それと区別するため「土地財産」と訳したとも推測できる
が、この部分はロックの権利概念の根幹に関わる箇所なので、特に注意が必要である。ちなみに
114頁に出てくる同じ「土地財産」はlandedestateの訳である。
第六章236頁後4行目の「提示されるはるか前に」の訳文は意味が不明である。この部分の原語
はfarin advanceで、「はるかに進んだものだった」と訳す方が文脈に近い。すなわち私訳すると、
「そのときまでに急進主義の新しい波が全領域に渡る改革を打ち出していた。それはブリテン急進
派の第一世代によって提唱された議会改革計画よりはるかに進んだものだった。」この文意は、
1790年代初頭における急進的議論の復活が以前よりいっそう広範に大規模に進展していたというこ
とであろう。
本訳書を通して、 merchantsが「商工業者」、 moneyedmenが「債券保有者」ないし「公債保有
者」と訳されており、文脈に合った適訳を求めた結果だとは理解できるものの、やはり違和感を拭
い去ることはできない。 tradeが「商工業」、 tradersが「商土―羹者」と訳されているので、
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tradesmenはどう訳されているか注目すると、 153頁および172頁で原語の tradesmenand 
merchantsが一括して「商工業者」と訳されている。このような場合、 tradesmenを「商工業者」、
merchantsを「商人」と訳して大きな問題が生じるのだろうか。また moneyedmenは財政金融革
命の中で金融取引や国債売買によって利得を得る人びとを総称した表現であるが、それを「債券保
有者」とか「公債保有者」と限定的に訳すのはどうだろうか。「貨幣利得者」とでも訳した方が語
意を理解しやすいのではないだろうか。これに関連して、 106頁で「国債保有者に支払う」と訳さ
れている箇所は、「国債に対する利息を支払う」が正しいだろう。
他に細かい点で気になる箇所はあるが、すでに訳者の中澤信彦氏がホームページで「正誤表」を
掲載しており、これ以上問題視する程の箇所は見つからなかった。全体的に見て良訳と言っていい
だろう。翻訳書は、どんなにうまくやり遂げても、つねに完璧という評価が得られない報いの少な
い仕事である。しかし、それは書の普及にとって不可欠の作業であり、読者に対する大いなる奉仕
作業である。このような仕事をやり遂げた訳者諸氏に再度敬意を表したい。
（ナカニシヤ出版、 2006年）
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